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【研究成果の概要】  （文字の大きさ 9 ポイント・字数 800 字～ 1600 字程度）  
 

 特別活動 と生徒指 導 の連携の視 点から 教 育 課程の再編 について 検 討した本研 究の成果 は 次の

3 つである。  

 第 1 番目に，東アジアの隣国である韓国の特別活動について 調査が進んだことである。具体

的には，ソウル市立ボンファ（ Bonghwa）小学校の授業視察と校 長 Kim,Dong Chon 氏へのインタ

ビュー，ソウル市立ソンユ（ Seonyoo）中学校 の授業視察と校長の趙昞夾 氏へのインタビューを

実施した。 その結果 ， 韓国でも教 育改革は 進 行中で， 特 別活動は ， 創意的体験 活動とし て 展開

されている ことがわ か った。この 創 意的体 験 活動には， 学級活動 ， クラブ活動 ，ボラン テ ィア

活動，進路指導に相当する活動が組み込まれている。  

 第 2 番目に，教育課程全体の中で特別活動の特徴を明らかにできたことである。具体的には，

特別活動は 話合い活 動 や児童会活 動・生徒 会 活動など， 活動その も のを教材と してとら え て実

践されてい ること が 浮 上した。 こ の成果は ， 日本教材学 会の教材 事 典編集委員 会で，各 教 科や

他の領域の研究者との共同作業の中から見いだせた。特別活動の教材の特徴については，『教材

事典』（日本教材学会， 2013 年刊行予定）に掲載する。  

 第 3 番目に，日本の特別活動と生徒指導について現状を振り返ることができたことである。

特別活動については『教職シリーズ 5 特別活動』（培風館， 2012 年）を編集し，生徒指導につ

いては『ワ ークシー ト で学ぶ生徒 指導・進 路 指導の理論 と方法』（春 風社， 2013 年刊 行予定 ）

を共同執筆した。  

 本研究の 3 つの成果は次の関係にある。第 3 番目の成果により，現在の日本の特別活動と生

徒指導について大学のテキストレベルの概要把握ができ，それを踏まえて，第 2 番目の成果で

ある教育実 践レベル の 特別活動の 特徴を指 摘 することが できた。 そ して，概要 把握と教 育 実践

の特徴を踏まえて，第 1 番目の成果である他国の特別活動の改革動向を日本との比較を通して

明らかにできた。  

 この 3 つの成果を活かして 特別活動と生徒指導の連携の視点から見た教育課程の再編の方向

性を検討し た結果， 児 童生徒の 人 間関係を 構 築するため の「つな が り」の視点 からも， 生 きる

知識や技能を身につける「力」

の視点からも，特別活動と生徒

指導を活動レベルで統合し，教

育 課 程 の 中 心 的 な 位 置 に 据 え

ることを提案したい。（右図）  

 その理由は，各教科等の学習

が，特別活動の学業と進路の内

容や，生徒指導の学業指導を 充

実させることなど で，効率的に

展開できるからである。  

また，特別活動・生徒指導の

時 間 で の 教 材 に つ い て は ， 今

後，アクティビティを中心とし

た 活 動 型 教 材 を 整 備 す る 研 究

へとつなげたい。  
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研究成果発表方法  
[発 表 論 文 名 （ 口 頭 発 表 を 含 む ）， 氏 名 ， 学 会 誌 等 名 （ 投 稿 中 ・ 投 稿 予 定 ・ 執 筆 中 ） を 記 入 す る 。 ] 

※ 本 経 費 を 用 い て 、 報 告 書 （ 冊 子 等 ） を 作 成 し た 場 合 に は 、 本 様 式 と と も に 1 部 を 提 出 す る こ と 。  

な お 、 提 出 さ れ た 報 告 書 は 教 育 実 践 研 究 推 進 本 部 を 通 じ て 附 属 図 書 館 へ 寄 贈 す る 。  

・林尚示 ,鈴木樹「特別活動における教材（ 2）」，日本教材学会第 24 回研究大会研究発表論文

集， 2012 年。  

・林尚示「『つながり』と『力』の測定・評価方法 ―特別活動の評価論」，日本特別活動学会第

21 回大会研究発表要旨収録， 2012 年。  

 


